






一般会計税収、消費税収及び一般会計税収に占める消費税収の割合の推移
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（注）一般会計税収及び消費税収については、12年度までは決算額、13年度は補正後予算額、14年度は予算額による。



消 費 税 収 の 推 移

（単位：億円）

年 度
元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４

区 分 （補正後予算） （ 予 算 ）

［伸率］ ［ ９．９％］ ［ ０．７％］ ［▲９．２％］ ［▲０．５％］ ［▲５．５％］ ［ １．８％］ ［ ０．５％］ ［ ０．７％］ ［▲７．９％］ ［▲３．９％］ ［ ７．１％］ ［▲２．０％］ ［▲５．５％］

国税収入計 Ａ ５７１，３６１ ６２７，７９８ ６３２，１１０ ５７３，９６４ ５７１，１４２ ５４０，００７ ５４９，６３０ ５５２，２６１ ５５６，００７ ５１１，９７７ ４９２，１３９ ５２７，２０９ ５１６，６５５ ４８８，２２８

［伸率］ ［４１．４％］ ［ ７．６％］ ［ ５．３％］ ［ ６．６％］ ［ ０．８％］ ［ ２．８％］ ［ ４．６％］ ［２２．９％］ ［ ８．３％］ ［ ３．７％］ ［▲６．０％］ ［ ３．１％］ ［▲３．０％］

消費税収 Ｂ ４０，８７４ ５７，７８４ ６２，２０４ ６５，５１１ ６９，８３１ ７０，３９４ ７２，３７６ ７５，７０９ ９３，０４７ １００，７４４ １０４，４７１ ９８，２２１ １０１，２９０ ９８，２５０

（Ｂ／Ａ） （ ７．２％） （ ９．２％） （ ９．８％） （ １１．４％） （ １２．２％） （ １３．０％） （ １３．２％） （ １３．７％） （ １６．７％） （ １９．７％） （ ２１．２％） （ １８．６％） （ １９．６％） （ ２０．１％）

うち一般会計分 Ⅽ

（Ｂ－Ⅾ） ３２，６９９ ４６，２２７ ４９，７６３ ５２，４０９ ５５，８６５ ５６，３１５ ５７，９０１ ６０，５６８ ９３，０４７ １００，７４４ １０４，４７１ ９８，２２１ １０１，２９０ ９８，２５０

うち特別会計分 Ⅾ

（Ｂ×２０％ ８，１７５ １１，５５７ １２，４４１ １３，１０２ １３，９６６ １４，０７９ １４，４７５ １５，１４２

＝消費譲与税）

［伸率］ ［２１６．０％］ ［▲２．８％］ ［ ２．０％］ ［ １．４％］ ［▲５．１％］

地方消費税収 Ｅ ８，０７０ ２５，５０４ ２４，７９３ ２５，２８２ ２５，６４６ ２４，３３３

消費税収及び地方
１０１，１１７ １２６，２４８ １２９，２６４ １２３，５０４ １２６，９３６ １２２，５８３

消費税収計（Ｂ＋Ｅ）

（注） 平成１２年度以前は決算額、平成１３年度は補正後予算額（又は地方財政計画額）、平成１４年度は予算額（又は地方財政計画額）である。
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付加価値税率(標準税率)の国際比較

(備考) 1. 日本の消費税率５%のうち１%は地方消費税(地方税）である。
           2. カナダにおいては、連邦の財貨・サービス税（付加価値税）の他に、州によって小売売上税等を課しているところがある。（例:オンタリオ州8%）
          3. アメリカは、州、郡、市により小売売上税が課されている。（例:ニューヨーク市8.25%）
          4. 欧州理事会指令では、標準税率を15％以上とするよう定めているが、25％以下とするよう努めることについての合意が別途なされている。
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　　国民所得に占める消費課税（国税・地方税）の割合
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アジア諸国の付加価値税率(標準税率)の国際比較

（備考）1. 日本の消費税率５%のうち１%は地方消費税(地方税）である。
　　　　 2. 付加価値税の導入されていない主な国・地域として、マレーシア、インド、香港がある。

(2002年１月現在）％



アジア諸国の租税負担率（国税・対GDP比）
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　　  ３．税収については、台湾、香港は各国統計、その他の諸国はIMF G゙overnment Financial Statistics Yearbook 2000"による。
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消　費　税　の　使　途

《100》

《56.4》
　 国

《43.6》
  地方

地方消費税
１　％

消　費　税
４　％

--- 20％５％×

 消費税収４％＋
　 地方消費税収１％

23.6％

４％×29.5％

４％× 25 ％

《56.4》
　 国

＝５％×

基礎年金

老人医療

介 護

地 方 分

福祉予算へ

地方交付税
として地方へ

そ の ま ま
地 方 へ



消 費 税 の 福 祉 目 的 化

（　参　考　）

８１.２
○ ４６.８
・ １５.８
・ １１.２
・ 　９.８ (a)
○ ３０.０
・ ２３.２

◎ 消費税収（国＋地方） １２.３
・ ９.８ (a)
・ ２.４ (b)

地方交付税調整後
・ 国　：(a)－((a)×29.5%)＝６.９
・ 地方：(b)＋((a)×29.5%)＝５.３

スキマ
３.２ 介　　護 １.５

（ 平 成 14 年 度 予 算 ）

１０.１

そ　　の　　他 そ　　の　　他

消　　費　　税
（　国　　分　）

６.９

（交付税交付金除き）
歳　　　　出歳　　　　入

（ 交 付 税 分 除 き ）

基礎年金

老人医療

４.８

３.８

（単位：兆円）

消 費 税
地方消費税

一 般 会 計 歳 入 計

特例公債金

租 税 収 入

公 債 金

所 得 税 収
法 人 税 収
消 費 税 収



 

わが国税制の現状と課題 ― 21 世紀に向けた国民の参加と選択 ―（抜粋） 
平成 12 年７月 税制調査会 

三 消費課税 

３．消費課税の課題 

消費税については、創設以来、少子・高齢化の進展などに対応する観点から税率引上げ（地方消費税の創設を含む。）が

行われる一方、制度の公平性、信頼性などの観点から、中小事業者に対する特例措置や仕入税額控除方式の抜本的な見直し

などが行われてきました。 

創設から 11 年余りが経過した今、消費税は、子供からお年寄りまで、国民にとって最も身近で関心の深い税金の一つと

なっています。消費税は、社会保障をはじめとする公的サービスの費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う上で大きな

役割を果たしており、国の歳入の２割を占める基幹的な税の一つです。 

現在、わが国においては、65 歳以上の人口の総人口に占める割合が主要先進国中、最大となっています。少子・高齢化は

世界に例を見ない速度で進んでおり、21 世紀初頭（2007 年）には総人口が減少するという新たな局面を迎えると見込まれ

ています。生産年齢人口は既に減少に転じており、労働力人口もやがて減少することが見込まれています。他方、社会保障

などの公的サービスに必要な費用は、相当の制度改革を行っても、高齢化の進展に伴う増加が避けられないものと考えられ

ています。 

このように、更に少子・高齢化が進展する 21 世紀を展望すると、勤労世代に偏らず、より多くの人々が社会を支えてい

くことが必要であり、消費税の役割はますます重要なものになっていくと考えられます。消費税を含めた今後のわが国の税

制のあり方については、公的サービスの費用負担を将来世代に先送りするのではなく、現在の世代が広く公平に分かち合っ

ていく必要があることを考慮しながら、国民的な議論によって検討されるべき課題です。 

その際、中小事業者に対する特例措置、仕入税額控除方式などのあり方について、制度の公平性、透明性及び信頼性の観

点から、事業者の実務の実態なども踏まえながら、検討を行っていかなければなりません。 

また、消費者の便宜を図る観点から、ヨーロッパ諸国の例を参考にしつつ、個々の財貨・サービスごとに値札などにおい

て消費税等の額を含めた支払総額が表示される「総額表示方式」の普及を図ることが適当と考えられます。 

地方消費税については、地方分権の推進、地域福祉の充実等のため平成６年の税制改革により創設され、平成９年４月か

ら実施されており、福祉・教育など幅広い行政需要を賄う税として、今後、その役割がますます重要なものになっていくと

考えられます。 



消 費 税 制 度 改 正 の 歩 み

【創設時】 【平成３年改正】 【平成６年秋の税制改革等】

（注）平成９年４月施行

①税 率：３％ ４％（消費税率換算１％相当の地方消
費税を合わせると５％）

②免税点制度 適用上限３０００万円
資本金1000万円以上の新設法人は不適用
※設立当初の２年間に限る。

③簡易課税制度
○適用上限 ５億円 ４億円 ２億円
○みなし仕入率
９０％、８０％の２区分 ９０％、８０％、７０％、 ９０％、８０％、７０％、６０％、

６０％の４区分 ５０％の５区分
（不動産業、運輸・通信業、
サービス業）

④限界控除制度
適用上限６０００万円 ５０００万円 制度の廃止

⑤仕入税額控除：帳簿方式 請求書等保存方式

⑥申告納付
中間申告と確定申告の年２回 中間申告回数を年３回に増加 中間申告の基準年税額の引下げ

（確定申告と合わせ年４回）
（中間申告の基準年税額 60万円超） 中間申告の基準年税額 中間申告の基準年税額

60万円超 500万円以下 年１回 48万円超 400万円以下 年１回
500万円超 年３回 400万円超 年３回
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年齢別人口構成の推移

（備考）「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所、平成１４年１月推計）の中位推計による。



急　速　な　高　齢　化　の　進　展

65歳以上人口の対総人口比

1965 1980 1995 2000 2025 1965 1995
→1995 →2025

日本 6.3 9.1 14.5 17.4 28.7 8.2 14.2

ドイツ 12.5 15.6 15.5 16.4 24.6 3.0 9.1

ﾌﾗﾝｽ 12.1 14.0 15.0 16.0 22.2 2.9 7.2
ｲｷﾞﾘｽ 12.0 15.1 15.9 15.8 21.9 3.9 6.0
ｱﾒﾘｶ 9.5 11.2 12.5 12.3 18.5 3.0 6.0
（注）１ ．日本は「国勢調査」及び「日本の将来推計人

口」（国立社会保障・人口問題研究所、平成14

年１月推計）による。

２ ．外国は国連推計による。
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　８．７兆円

３９．９兆円

２６．４兆円(うち老人医療分１０．９兆円)

年金

医療

老人医療

その他

７５．０兆円

年金給付額の対前年度増加額
　　　　　　　　　　　　約１．５兆円

老人医療費の対前年度増加額
　　　　　　　　　　　約０．８兆円

注１．　社会保障給付費とは、公的な社会保障制度の給付総額を示すものである。
　 ２．　国立社会保障・人口問題研究所による。

社会保障給付費の推移

昭和40年 48 平成11（年度）

６．３兆円

（兆円）





 

国民年金法等の一部を改正する法律（平成12 年 3月 31 日公布） 

（抄） 

 

附 則 

（基礎年金の在り方） 

第二条 基礎年金については、給付水準及び財政方式を含めてその在り方を幅広く検討し、

当面平成十六年までの間に、安定した財源を確保し、国庫負担の割合の二分の一への引上

げを図るものとする。 

 

 



社会保障構造の在り方について考える有識者会議 
報告書（12年 10 月）の指摘 

[基礎年金国庫負担割合の引上げ関連] 

 

 

・ 今後、保険料水準の上昇幅が大きいと見込まれる年金制度に関し、平成12 年の年金改正法附則第２条では、

「基礎年金については、給付水準及び財政方式を含めてその在り方を幅広く検討し、当面平成16 年までの間

に、安定した財源を確保し、国庫負担の割合の２分の１への引上げを図るものとする」とされており、これ

をどのように行っていくかが課題となっている。 

 

・ 国庫負担割合の引上げについては、多額の安定財源の確保が必要であり、さらに高齢化の進展に伴い所要

財源が増加するという問題があるが、その財源として国民が薄く広く負担し、経済活動に比較的中立的な消

費税をどのように活用すべきか検討する必要があるとの意見がある。 

 

・ また、国庫負担割合の引上げについては、将来の負担軽減の観点からは、 

① 社会保険料負担と税負担とをあわせてみた場合全体の国民負担は変わらないこと、 

② 消費税を財源として国庫負担を引き上げた場合、あらゆる世帯がそれを負担することになること、高齢

者の受け取る年金額が物価スライドすることから、その負担の大部分は若年世代に帰着すること、 

③ 国庫負担引上げのための財源は財政全体の歳入･歳出ギャップの解消にはつながらないこと、 

に留意が必要である。 

 



社 会 保 障 改 革 大 綱(抄) 

（平成 13 年 3 月 30 日） 

 
政府 ･与党社会保障改革協議会 

 

 

三 改革の基本的考え方 

（五）社会保障の財源の在り方 

１ 今後とも、効率化を図った上でもなお急激な高齢化に伴い増加する社会保障費用については、利用者負担、

保険料負担と公費負担の適切な組合せにより、必要な財源を確保する。 

２ このうち社会保障における公費負担の財源については、行財政改革の推進をはじめ歳出分野の不断の見直

しなど財政全体を見直す中で検討する必要がある。その際、税制については、社会共通の費用を広く分かち

合うという視点から、２１世紀の経済社会にふさわしい税体系の在り方について検討する必要がある。 

３ 基礎年金については、平成 12年年金改正法附則において「給付水準及び財政方式を含めてその在り方を

幅広く検討し、当面平成 16年までの間に、安定した財源を確保し、国庫負担の割合の２分の１への引上げ

を図る」とされており、この規定をどのように具体化していくかについて、安定した財源確保の具体的方策

と一体として鋭意検討する。 



収入階級別税負担（平成１１年分）

○ 実収入に対する税負担額 （単位：万円） ○ 実収入に対する税負担率 （単位：％）

実収入 100 実収入

税合計 税合計

消費税 消費税

第Ⅰ分位 第Ⅲ分位 第Ⅴ分位 第Ⅶ分位 第Ⅹ分位（収入階級） 第Ⅰ分位 第Ⅲ分位 第Ⅴ分位 第Ⅶ分位 第Ⅹ分位（収入階級）

（備考）総務庁統計局「家計調査」（平成11年）を基に推計。
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社 会 保 障 対 策

（９年度） （１０年度）
９年４月１日

７年度 ８年度

１，０００億円⇨２，０００億円⇨ ○高齢者介護等の福祉の拡充（４，０００億円）

○高齢者・障害者
在宅福祉等整備
基金の新設

５００億円

生活保護受給者 ○給付額の引上げ

○臨時福祉給付金（１万円）の支給

福祉年金等受給者 ○臨時福祉給付金（１万円）の支給 ○年金額等の引上げ（物価スライド）

児童扶養手当等受給者 等 ○臨時福祉給付金（１万円）の支給 ○手当額等の引上げ（物価スライド）

高齢者

年金生活者 ○臨時特別給付金（１万円）の支給 ○年金額等の引上げ（物価スライド）
（６５歳以上低所得（住民税非課税））

在宅寝たきり老人 ○臨時介護福祉金（３万円）の支給 ○年金額等の引上げ（物価スライド）

（注）上記の他、平成１０年分所得税等の特別減税（当初分・追加分）実施に関するものとしての臨時福祉特別給付金が、

平成１０年度に支給されている。
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食料品に対する付加価値税率の国際比較

(備考) 1. 上記中、　　  が食料品に係る適用税率である。
         　　なお、食料品の範囲は各国ごとに異なる。未加工農産物など一部の食料品については上記以外の軽減税率等が適用される場合があり、
        　　 また、高級な食料品については標準税率が適用される場合がある。

　　　  2.  欧州理事会指令においては、ゼロ税率及び５％未満の軽減税率は否定する考え方が採られている。

(2002年１月現在）％

Ｅ Ｕ

Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ

10

22



【 創 設 時 】

○ 税の性格から課税対象とならないもの
・ 土地の譲渡及び貸付け
・ 有価証券、支払手段等の譲渡
・ 貸付金等の利子、保険料等
・ 郵便切手類、印紙等の譲渡
・ 行政手数料等、国際郵便為替等、外国為替取引

○ 社会政策的な配慮に基づくもの
・ 医療保険各法等の医療
・ 社会福祉事業法に規定する第一種社会福祉事業等 ・ 第二種社会福祉事業及び社会福祉事業に類する事業
・ 一定の学校の授業料、入学検定料 ・ 入学金、施設設備費、学籍証明等手数料

・ 助産
・ 埋葬料、火葬料
・ 身体障害者用物品の譲渡、貸付け等
・ 教科用図書の譲渡
・ 住宅の貸付け

・　特に、転々流通する物品を非課税とする場合には、その影響
　は大きくなる。

・ 「非課税」とは、売上げに対して消費税が
　課税されない一方で、その売上げに対応する
　課税仕入れについて仕入税額控除を行うこと
　もできない。

・　したがって、財貨･サービスが非課税とさ
　れても、控除できない消費税相当額がコスト
　の一部として価格に織り込まれることから、
　消費税率分だけ価格が低下するものではな
　い。

消 費 税 に お け る 非 課 税 取 引

【平成３年改正により追加】

・　そもそも「課税ベースの広い消費課税」としての基本的な性
　格に反する。

・　前段階税額控除の仕組みが非課税関連分野で機能しなくなる
　ため、税の累積が生じることを通じて経済活動に歪みをもたら
　すこと等により、消費税の「中立性」や「簡素性」を大きく損
　なうことにつながる。

非課税範囲の拡大に関し、これまでの
税調答申において指摘された問題点

非 課 税 と は 、



事 業 者 免 税 点 制 度 の 概 要

前々年（個人）又は前々事業年度（法人）の課税売上高が３,０００万円以下の事業者については、

その課税期間の課税資産の譲渡等について、消費税を納める義務が免除されている。

【　事　例　】

第Ａ期 第Ｂ期 第Ｃ期 第Ｄ期

○　第Ｃ期 --- 免税（前々期（第Ａ期）の課税売上高が３,０００万円以下）

※ 第Ｃ期が始まる前に免税となることが確定する。これによって、事業者は、

 第Ｃ期開始時から免税事業者としての値付けを行うことができる。

(免税）３,２００万円２,９００万円

判　定

制度の趣旨

　　小規模な事業者の事務負担や税務執行コストへの配慮
から設けられている特例措置



事業者数及び課税売上高の推移（試算） 

[消 費 税] 
 

（単位：万者、兆円、[％]） 
 平成元年 ３年 ８年 １０年 １２年 

Ａ 事 業 者 数 ５９５ ６０８ ６１１ ６０９ ５９３ 

Ｂ 課税事業者数 １９３ ２２５ ２３３ ２３４ ２２６ 
 

Ｃ 免税事業者数 
[C/A] 

４０２  
[67.6] 

３８３  
[63.0] 

３７８ 
[61.8] 

３７５  
[61.6] 

３６８  
[62.0] 

Ｄ 課税売上高 １,１６９ １,４４６ １,４８０ １,３４２ １,３４５ 

Ｅ 課税事業者 １,１３０ １,４０８ １,４４５ １,３１１ １,３１１ 

 
Ｆ 免税事業者 
[F/D] 

３８ 
[3.3] 

３８ 
[2.6] 

３５ 
[2.4] 

３２ 
[2.3] 

３４ 
[2.5] 

（注）1.「事業所・企業統計調査」（総務省）及び国税庁の課税事績等を基にした推計である。 

   2.免税事業者には、個人農業は含まれていない。 

   3.12 年の課税事業者数は、申告件数ベースの計数である。 

   4.計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。 



課税及び免税事業者の状況 
（平成 12年） 
 

（単位：万者、％） 

 
A   個 人 B   法 人 C   全 事 業 者 

  <A/C>  <B/C>  <％> 

a 課税事業者 ５４ <23.8> １７２ <76.2> ２２６ <100.0> 

 [a/c] [16.5] ― [64.2] ― [38.0] ― 

b 免税事業者 ２７２ <74.0> ９６ <26.0> ３６８ <100.0> 

 [b/c] [83.5] ― [35.8] ― [62.0] ― 

c 全 事 業 者 ３２６ <100.0> ２６８ <100.0> ５９３ <100.0> 

 [％] [100.0] ― [100.0] ― [100.0] ― 
(注) 1. 「事業所・企業統計調査」（総務省）及び国税庁の課税実績等を基にした推計である。 

2. 免税事業者に個人農業は含まれていない。 

3. 計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。 



売上高×５％ － 仕入高 ×５％＝納付税額 売上高×５％ － 売上高×みなし仕入率 ×５％＝納付税額

売上高だけから納付税額を計算する制度

事業の種類ごとに、仕入高の売上高に通常占める割合を勘案して定められている。

(注)サービス業等とは、サービス業、運輸・通信業、不動産業をいう。

本 則 課 税 簡 易 課 税

○ 適 用 要 件 ＝ 前々年（個人）又は前々事業年度（法人）の課税売上高が２億円以下であり、かつ、「簡易課税制度選択
届出書」を事前に提出していること

○

本則課税による
納付税額

簡易課税制度 ＝

○

卸 売 業小 売 業製 造 業 等

みなし仕入率 ＝

サービス業等そ の 他 事 業

90% 80% 70% 50% 60%

簡易課税制度に
よる納付税額

= 消費税額
仕

入

高

売

上

高

売
上
高
×
み
な
し
仕
入
率

簡 易 課 税 制 度 の 概 要

制度の趣旨

　 中小事業者の事務負担へ
 の配慮から設けられている
 特例措置

売

上

高



簡易課税制度の適用状況の推移 

[消 費 税] 
 

（単位：万者、[％]） 
 平成元年 ３年 ８年 １０年 １２年 

Ａ 課税事業者数 １９３ ２２５ ２３３ ２４０ ２２６ 

Ｂ 一般申告者  ６２  ７４ １０１ １２４ １１９ 
 

Ｃ 簡易申告者 
[C/A] 

１３１ 
[67.7] 

１５１ 
[67.1] 

１３３ 
[56.9] 

１１６  
[48.2] 

１０６  
[47.1] 

（参考）簡易適用 
課税売上高割合 

[11.7] [12.7] [ 9.1] [ 5.9] [ 5.5] 

（注）1.国税庁の課税事績から特別集計したものである。 

   2.10 年及び 12 年の課税事業者数は、申告件数ベースの計数である。 

   3.計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。 

 



主要国の付加価値税における中小事業者に対する特例措置の概要
（２００２年１月現在）

日 本 フ ラ ン ス ド イ ツ イ ギ リ ス

前 々 課 税 期 間
の 課 税 売 上 高

３ ， ０ ０ ０万 円

免
当 暦 年 の 当 暦 年 の 当 月 の 直 前 １ 年

税 売 上 高 売 上 見 込 額 間 の 課 税 売 上 高
（ 実 績 ）

点
前 暦 年 の 前 暦 年 の 当 月 以 後 １ 年 間

の 売 上 高 売 上 高 の 課 税 売 上 見 込 額

水

準
９ ３ ９万 円

5 4 0 万 円
3 2 9 万 円

２ ９ １万 円 １ ７ ９万 円 9 0 4 万 円

簡 前 々 課 税 期 間
な し （ 平 均 率 課 税 制 度 ） 特 定 の 小 売 業 者 に 対

易
２ 億 円 フ ォ ル フ ェ 制 度 （ 協 約 し て 売 上 税 額 の 簡 便 計

課
課 税 制 度 ） は 平 成 １ １年 算 を 認 め る 特 例 は 存 在

税
１ 月 よ り 廃 止 。 す る が 、 我 が 国 の よ う

制
な 仕 入 税 額 の 簡 便 計 算

度
を 認 め る 特 例 は 設 け ら

の
れ て い な い 。

適

用

上 前 暦 年

限 ６ ６ ２万 円

（ 備 考 ） １ ． フ ラ ン ス 及 び ド イ ツ の 免 税 点 制 度 は 、 前 暦 年 及 び 当 暦 年 の 年 間 売 上 高 （ 又 は 見 込 額 ） の 要 件 を い ず れ も 満 た し て い る 場 合 に 適 用 。
な お 、 フ ラ ン ス で は 当 暦 年 の 売 上 高 が ３ ２ ９ 万 円 を 超 え た 場 合 、 そ の 月 の 初 日 か ら 特 例 の 適 用 は な い 。
ま た 、 フ ラ ン ス で は 物 品 販 売 ・ 宿 泊 施 設 業 の 場 合 、 年 間 売 上 高 が 前 暦 年 ８ ２ ４万 円 か つ 、 当 暦 年 ９ ０ ７万 円 以 下 の 場 合 に 適 用 。
２ ． イ ギ リ ス の 免 税 点 制 度 は 、 当 月 の 直 前 １ 年 間 の 課 税 売 上 高 と 当 月 以 後 １ 年 間 の 課 税 売 上 見 込 額 の 要 件 の い ず れ か を 満 た し て い れ ば
適 用 。 た だ し 、 翌 ３ ０日 間 の 課 税 売 上 高 が ９ ３ ９万 円 を 超 え る と 見 込 ま れ る 場 合 は 、 翌 ３ ０日 間 の 初 日 か ら 課 税 事 業 者 と な る 。
３ ． 邦 貨 換 算 に は 、 次 の 換 算 率 を 用 い た 。 １ ユ ー ロ ＝ １ ０ ８円 、 １ ポ ン ド ＝ １ ７ ４円



事 業 者 免 税 点 制 度 と 「 益 税 」 の 関 係

免税事業者が消費税分として仕入価格の上昇分を上回る価格の引上げを行ったとすれば、その差額

に相当するいわゆる「益税」が発生する。

（注）適正な転嫁がなされていれば、いわゆる「益税」は発生しない。仕入価格の上昇分を価格に転嫁できなければ、

  いわゆる「損税」が発生することとなる。

○ ○
付 加 価 値

消費税等

Ｂ

消費税等

付 加 価 値

売

上

げ仕 入 価 格

Ａ

　消費税が課税されると
事業者はＡ＋Ｂの値上げ
を行い、納税者としてＡ
の納税を行う。（Ｂは仕
入価格が高くなるという
形で負担済）

　免税事業者はＡの納税
を行う必要はないが、仕
入価格が高くなるという
形でＢを負担しているの
で、その分の値上げを行
う必要がある。（免税事
業者がＢを超えてＡの全
部又は一部に相当する転
嫁を行う場合にのみ、い
わゆる「益税」の問題が
生ずることとなる。）

Ａ

Ｂ

格価入

売

上

げ 仕

免 税 事 業 者 課 税 事 業 者



簡 易 課 税 制 度 と 「 益 税 」 の 関 係

みなし仕入率が実態を上回って乖離している場合には、いわゆる「益税」が発生する。

（注）みなし仕入率が実態を下回っていれば、いわゆる「損税」が発生することとなる。

売上高×５％ － 仕入高 ×５％＝納付税額 売上高×５％ － 売上高×みなし仕入率 ×５％＝納付税額

本 則 課 税 簡 易 課 税

簡易課税制度に
よる納付税額

= 消費税額

本則課税による
納付税額

仕

入

高

売

上

高

売
上
高
×
み
な
し
仕
入
率

売

上

高

いわゆる
 「 益 税 」



消費税の「減収額」と「益税」について 
 

減 収 額  消費税の個々の特例制度の適用を前提として、当該制度なかりし場合と比較して国に納税されない税収

額の減 

益 税 額  消費税の特例制度を原因として国に納税されない消費税相当分についてまで、消費者に転嫁している額 

 
 
 

1,040円

1,035円

1,050円

1,050円

ケース１ ケース２ ケース３

「減収額」１０円
「益税」　１０円

「減収額」１０円
「益税」　　０円

前提
 
 小売業（利益率２割）
   仕入 　８００円（＋税40円）
　 利益   ２００円
   売値１,０００円（＋税50円）

特例制度を
前提とした
価格
１,０４０円

益
税

損
税

「減収額」１０円
「益税」　▲５円

1,040円

 課税事業者
 の値付け

免　税　事　業　者　の　値　付　け

減
収
額

減
収
額

減
収
額

1,040円

 免税点制度に伴う「益税」
 について



仕 入 税 額 控 除 の 改 正 経 緯

○ 消費税創設時

消費税の納付税額は、売上げの税額から仕入れの税額を控除して算出するが、仕入税

額の把握の方法については、仕入れの事実を記載した帳簿又は仕入先から交付を受けた

請求書等の保存を税額控除の要件とする「帳簿方式」を採用していた。

○ 平成６年秋の税制改革（平成９年４月１日施行）

「帳簿方式」については、控除税額の計算が原則として自己記帳に基づく帳簿により

行われることについて、制度の信頼性の観点から疑問が提起されていたところであり、

こうした指摘を踏まえ、仕入れの事実を記載した帳簿の保存に加え、請求書、領収書、

納品書その他取引の事実を証する書類のいずれかの保存を税額控除の要件とする「請求

書等保存方式」を採用した。

（注）この仕入税額控除方式は、改正前から大部分の事業者間取引において、請求書等

が交わされ保存されているという我が国の取引実態を尊重しつつ、取引の証拠書類

保存に伴う制度への信頼性を確保することができるもの。



主要国の付加価値税におけるインボイス制度の概要

（2002年１月現在）

国 名 フ ラ ン ス ド イ ツ イ ギ リ ス

仕入税額控除 インボイス（要保存）記載の税 インボイス（要保存）記載の税 インボイス（要保存）記載の税

額により控除 額により控除 額により控除

発行資格・義務 事業者 事業者 登録納税義務者(登録番号が付与される｡)

※免税事業者は税額記載不可。 ※免税事業者は税額記載不可。 ※非登録事業者（免税事業者）は

発行不可。

記 載 事 項 ①年月日 ①年月日 ①年月日

②供給者の住所・氏名 ②供給者の住所・氏名 ②供給者の住所・氏名・登録番号

③顧客の住所・氏名 ③顧客の住所・氏名 ③顧客の住所・氏名

④財貨・サービスの内容 ④財貨・サービスの内容 ④財貨・サービスの内容

⑤税抜対価 ⑤税抜対価 ⑤税抜対価

⑥税額、適用税率 等 ⑥税額 等 ⑥税額、適用税率 等

免税事業者から インボイス記載の税額がないた インボイス記載の税額がないた インボイスがないため、仕入税

の 仕 入 れ め、仕入税額控除ができない。 め、仕入税額控除ができない。 額控除ができない。

免税事業者が税額記載した場合 免税事業者が税額記載した場合 非登録事業者がインボイスを発

にも、税額控除不可。 には、税額控除可。 行した場合にも、税額控除不可。

（当該免税事業者には、記載税額 （当該免税事業者には、記載税額 （当該免税事業者には、記載税額

の納付義務あり。） の納付義務あり。） の納付義務あり。）



消 費 税 の 申 告 納 付 制 度

※（　）書きは、
　地方消費税を含む。

第４四半期

前 課 税 期 間
の 年 税 額

第１四半期 第２四半期

第１四半期 第２四半期

（ 当 期 ）

第２四半期 第３四半期第４四半期

（ 翌 期 ）

第４四半期第１四半期

（ 前 期 ）

第４四半期

（ 前 期 ） （ 当 期 ）

第３四半期第４四半期

第３四半期

（ 翌 期 ）

（ 当 期 ） （ 翌 期 ）（ 前 期 ）

第４四半期

確定申告書

４００万円超
（５００）

　 １
×―
　 ４

前期
確定
税額

四半期
仮決算or

確 中 中 中確 確中

確定申告書
４００万円以下
（５００）
４８万円超
（６０）

確定申告書

４８万円以下
（６０）

確

　 １
×―
　 ２

前期
確定
税額

半 期
仮決算or

確 中 確

確



消費税の申告・納付制度の改正の推移

【導入時】 【平成３年改正】 【平成６年秋の税制改革】 前課税期間

（注）平成９年４月施行 の年税額

年４回 ５００万円超 （５００）

確定申告 １回 ４００万円超

中間申告 ３回

５００万円

４００万円

年２回 ５００万円以下 （５００）

確定申告 １回 ６０万円超 ６０万円超 ４００万円以下

中間申告 １回 ４８万円超

（６０） ６０万円

４８万円

年１回 ６０万円以下 ６０万円以下 （６０）

（確定申告 １回） ４８万円以下

消 費 税 率 ３ ％ ４ ％

（地方消費税を含む） （ ５ ％ ）

（注）（ ）書きは、地方消費税（消費税率換算１％相当）を含む。



　１年 　１か月 　１年 　３か月 　１か月、２か月、四半期 又

　［選択により３か月］   ［選択により１か月］ は加盟国の任意により定め

る１年を超えない期間

　年１回 　年12回 　年１回 　年４回 　年１～６回

  課税期間終了後２か月以内   翌月15日から24日の間 （事   課税期間の翌年５月31日ま   課税期間終了後１か月以内   課税期間終了後２か月以

に申告・納付 業者ごとに指定）に申告・納付 でに申告 （納付は申告から１ に申告・納付 内に申告・納付

　［個人事業者 翌年３月31日］ か月以内）

　　前課税期間の年税額に応 　年12回 　  基準期間（１年間）の税額 　仮納付を請求可

　じて以下の中間申告・納付 　毎月の発生税額を中間申告    が 200万ポンド （3.48億円）

　　・400万円超　　年３回 ・納付    超の場合、年８回の予納

　　・  48万円超　  年１回

　年間売上高に応じて、年１回 　前年の税額に応じて、年１回 　年間課税売上高が30万ポン

の確定申告 かつ 年４回の予納 の確定申告 かつ 以下の中間 ド（5,220万円）以下と見込まれ

を選択可 申告を選択可 る者は、年１回の確定申告 か

　・物品販売・宿泊施設業 　・6,136ユーロ（66万円）以下 つ 過去１年間の課税売上高等

　　76.3万ユ-ロ（8,240万円）以下 　　年４回の中間申告 に応じて以下の予納を選択可

　・その他 　・   512ユーロ（５万円）以下 　・10万ポンド（1,740万円）超

　　27.0万ユ-ロ（2,916万円）以下 　　中間申告なし 　　年９回の予納

（備 考） 邦貨換算は次のレートによる。１ユーロ＝108円、１ポンド＝174円。

を選択可
　 （前年の税額が2,000ポンド

  　以下の場合は予納なし）

　　年３回の予納
　年税額4,000ユーロ（43.2万円）

未満の者は、年４回の確定申告

　・10万ポンド（1,740万円）以下

確
　
定

中
　
間申

　
告
　
・
　
納
　
付
中
小
特
例
等

課
税
期
間

主要国の付加価値税における申告・納付制度の概要 （未定稿）
（2002年１月現在）　

Ｅ   Ｃ   指   令イ   ギ   リ   スド     イ     ツフ   ラ   ン   ス日　　　    本国　名



年 度

区 分

(559.2) (132.8) (171.1) (118.2) (95.0) (97.6) (100.9) (125.5) (134.4) (86.8) (95.0)

306 1,712 2,275 3,891 4,597 4,369 4,263 4,300 5,395 7,249 6,292 5,979 50,628

(787.7) (140.6) (167.8) (118.6) (103.1) (100.0) (104.2) (115.5) (137.3) (98.4) (98.2)

165 1,305 1,834 3,076 3,649 3,762 3,761 3,919 4,525 6,215 6,115 6,003 44,329

(390.1) (180.4) (182.3) (152.6) (122.0) (114.9) (109.9) (120.5) (120.2) (102.9) (99.6)

141 548 989 1,804 2,752 3,359 3,861 4,242 5,112 6,146 6,323 6,299 6,299

新 規 発 生
滞 納 額

整 理 済 額

整 理 中
の も の

元 92 3 4 5

(注) （　）書は、前年度比を示す。

単位：億円、％

消費税滞納の発生及び整理の状況の推移

10 11 12 累計6 7 8



消費税滞納への取組み

滞 滞納整理

事納 分割納付

務整 納付しょうよう

の理 納期限 ５０日以内 督促状 納 付 完結

流 財産調査

れ 財産差押え 公売、取立て

（納期限） （督促状）

督促前の納付しょうよう

消

費

税 期限内収納の確保 厳正な滞納整理の実施

滞 ・ポスター・チラシによるＰＲ ・早期着手・早期徴収

納 『滞納しない、正しい納税』 （他税目の滞納より優先的処理）

に ・期限内納付のしょうよう ・消費税滞納多発時期における集中整理

対 ・地方団体、国に対する納税証明書の ・納税に誠意がない滞納者に対する厳正な処理

取す 添付要請 （財産差押えの実施）

組る ・納税貯蓄組合等による期限内納付

み 推進活動（消費税期限内完納宣言の

街活動、消費税積立預金の推進等）



〇 「総額表示方式」の諸類型 

  

・ 10,290 円（本体価格 9,800 円、消費税等 490 円） 

・ 10,290 円（うち消費税等 490 円） 

・ 10,290 円（本体価格 9,800 円） 

・ 10,290 円（税込） 

・ 10,290 円 

・  9,800 円（税込 10,290 円） 



主要国の付加価値税の消費者に対する税額表示の状況
（ ２００２年１月現在）

⒈ 付加価値税を実施しているフランス、ドイツ、イギリスにおける価格表示の方法はいずれの国で
も、最終消費者に対してはほとんどが「税込み」価格表示、一方、事業者間取引では「税抜き」価
格表示が通例。

⒉ 価格表示の方法については、付加価値税法を含め「税法」上の規制はない。また、税務当局にお
いても価格表示の方法に関する指導等は行っていない。

⒊ ただ、下記の消費者保護の観点から行われる価格表示に関する法令上の規制の中に、消費者が購

入決定後に表示価格を超える負担を求められることのないよう、消費者に対する価格表示は付加価
値税込みとしなければならない旨の定めがある（下掲）。なおＥⅭ指令においても、消費者保護の
見地から、小売価格の表示は税込みの最終価格とするよう、メンバー国に求めている（注 ）。
この場合、価格に含まれる税額相当分を併せて示すことも可能である。

フ ラ ン ス ド イ ツ イ ギ リ ス

（根拠法令） ・政府に経済分野の諸措 価 格 提 示 法 消 費 者 保 護 法
置を講じることを授権
する法

・価格及び競争の自由に
関するオルドナンス
（委任立法権限に基づ
く緊急政令）

価 格 表 示 に 価格についての消費者の 価 格 提 示 規 則 価 格 表 示 指 導 要 綱
関 す る 規 制 情報に関する経済省令 （経済省所管） （貿易産業省所管）

（経済財政産業省所管）

（注）「消費者向け商品価格表示に関する消費者保護についての指令」



※消費者保護基本法に基づく「必要な関係法令」として定められている法令は以下のとおり（例示）

消費者保護に関する法令

消費者保護基本法（昭和43年法律78号）

目　的 ： 消費者の利益の擁護及び増進に関する対策の総合的推進を図り、もって国民
　　　　の消費生活の安定及び向上を確保すること。

行政の役割 ： 行政が実施すべき施策として、危害の防止、計量･規格･表示の適正化、啓
　　　　　　発活動及び教育の推進などを掲げるとともに、法律の目的を達成するため、
　　　　　　必要な関係法令の制定･改正を行わなければならないと定められている。

 

特定商取引に関
する法律
（昭和51年法律57号）

消費生活用製品
安全法
（昭和48年法律31号）

  

消費者契約法
（平成12年法律61号）

金融商品の販売等
に関する法律
（平成12年法律101号）

前払式証票の規制
等に関する法律
（平成元年法律92号）




